
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



信用金庫法開示債権（リスク管理債権） 

及び金融再生法開示債権の保全・引当状況 
                                    （単位：百万円、％） 
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注） 1.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥 

     っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。 

2.「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収 

及び利息の受取りができない可能性の高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。 

3.「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額で

す。 

4.「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこれ

らに準ずる債権」及び「危険債権」に該当しない貸出金です。 

5.「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放

棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「三月以上

延滞債権」に該当しない貸出金です。 

6.「正常債権」（Ｂ）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危

険債権」及び「要管理債権」以外の債権です。 

7.「担保・保証等による回収見込額」（ｃ）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認め

られる額の合計額です。 

8.「貸倒引当金」（ｄ）には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。 

9.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債 

（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商

品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各

勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約による

ものに限る。）です。   

 

損 益 の 状 況 

                        （単位：百万円）      ＜参考＞  

 

 ２０２１年９月末 ２０２２年９月末 

業 務 純 益   ７０ ５４ 

経 常 利 益  ５１ １１１ 

当期純利益  ５０ １１１ 

２０２２年３月末 

１５０ 

４９ 

４８ 



預金・貸出金の状況 

                                   （単位：百万円） 

 ２０２１年９月末 ２０２２年３月末 ２０２２年９月末 

預  金 ８５，８７０ ８４，１２２ ８３，６８１ 

貸 出 金 ３７，１１１ ３６，１３４ ３５，７１９ 

 

 

 

貸 出 金 の 内 訳 

                                    （単位：百万円） 

 ２０２２年３月末 ２０２２年９月末 

製造業 ４，３２３ ４，４５２ 

農 業・林 業 ３６９ ３４４ 

漁 業 ― ― 

鉱 業・採石業・砂利採取業 ７０ １０７ 

建設業 ３，１８１ ３，１３６ 

電気・ガス・熱供給・水道業 １４ １６ 

情報通信業 ― ― 

運輸業・郵便業 ５５８ ５２３ 

卸売業・小売業 １，８４６ １，８５４ 

金融業・保険業 ２９１ ２９２ 

不動産業 ９７２ ９９１ 

物品賃貸業 ２３ ３３ 

学術研究・専門・技術サービス業 ８８ ８３ 

宿泊業 ３８３ ３７９ 

飲食業 ５４２ ５２８ 

生活関連サービス業・娯楽業 １３１ １３１ 

教育・学習支援業 ２４ ２０ 

医療・福祉 １，００３ ９７４ 

その他サービス １，７４１ １，８０６ 

小 計 １５，５６６ １５，６７６ 

地方公共団体 １１，８８６ １１，４５６ 

個 人 ８，６８１ ８，５８５ 

合   計 ３６，１３４ ３５，７１９ 

  

※業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。 

 



自 己 資 本 比 率 

 

 ２０２２年３月 ２０２２年９月 

自己資本比率 １３．３１ ％ １３．４１％ 

 

 

有価証券の時価情報 

                                      （単位：百万円） 

 ２０２２年３月末 ２０２２年９月末 

時価 
評価差額 

時価 
評価差額 

 うち益 うち損  うち益 うち損 

その他有価証券 30,226 △46 423 469 30,995 △1,094 258 1,352 

 

 

 

株式 411 3 65 62 255 △17 17 35 

債券 20,781 172 263 90 21,419 △42 198 241 

その他 9,033 △223 93 316 9,320 △1,034 42 1,076 

  （注） 

１．２０２２年９月末の「評価差額」及び「含み損益」は、２０２２年９月末時点の帳簿価額（償却原価法適用前、 

減損処理前）と時価との差額を計上しております。 

２．上記以外に時価のない有価証券が２０２２年９月末は、株式４百万円あります。 

３．なお、満期保有目的の債券、子会社・関連会社株式は保有しておりません。 

 

                                               （単位：百万円） 

 ２０２２年３月末 ２０２２年９月末 

帳簿価額 
含み損益 

帳簿価額 
含み損益 

 うち益 うち損  うち益 うち損 

満期保有目的の債券 ― ― ― ― ― ― ― ― 

子会社・関連会社株式 ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

 

店舗一覧 

 

店番 店舗名 住      所 電話番号 

001 本店営業部 〒959-1372 新潟県加茂市本町 1 番 29 号 0256-53-2211 

002 五 泉 支 店 〒959-1865 新潟県五泉市本町 3 丁目 4 番 20 号 0250-42-4174 

003 村 松 支 店 〒959-1704 新潟県五泉市村松甲 1769 番地 1 0250-58-7195 

004 新 津 支 店 〒956-0864 新潟県新潟市秋葉区新津本町 2 丁目 4 番 19 号 0250-22-2622 

005 西加茂支店 〒959-1383 新潟県加茂市旭町 10 番 2 号 0256-52-5126 

006 田 上 支 店  〒959-1512 新潟県南蒲原郡田上町大字羽生田 114 番地 2 0256-57-3511 

009 白 根 支 店 〒950-1209 新潟県新潟市南区親和町 3 番 5 号 025-373-6520 

 

 


